




















結婚移住女性 「学習者」と「生活者」 多文化共生 公共性 
 
1．背景と研究課題 
2014 年末の在留外国人数は、212 万 1,831 人であり、増加傾向にある。在留カード及び
特別永住者証明書上の国籍・地域別では、中国、韓国・朝鮮、フィリピンの順に多い 1。
同年の婚姻件数の統計を見ると、日本における婚姻件数の総数は 643,749 件、その内国際






た。筆者は、1995 年より 2016 年現在まで大学や日本語学校で日本語教育に携わり、その
間 2008 年から 2010 年まで地域日本語教室、「いろは教室」（仮名）に日本語ボランティア
として所属していた。日本語ボランティアを始めた理由は、筆者が同じ地域に暮らすアジ
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2.1 1990 年代における結婚移住女性の描かれ方 




















画され、これによる嫁入りは 1986 年を皮切りに増加し、1989 年までに一応の成功を収め
た。その後、行政に代わり、民間の結婚仲介業者が韓国人女性と中国人女性を主な対象と
し、嫁入りを斡旋するようになった。結果、1996 年 12 月末の山形県の「アジアからの妻
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2.2 更新される 2000 年代における結婚移住女性の描かれ方 
 1990 年代終盤には円が急落し、アジア通貨危機にも見舞われた。日本の失業率は 2002
年には 5.5%にも上った 11。さらに、2008 年のリーマン・ショックが南米人労働者に甚大
な影響を及ぼし、大量の失業、帰国をもたらした（樋口 2010：50）。一方、国際結婚の件













































2.3 更新と不変の両面を持つ 2010 年代における結婚移住女性の描かれ方 
 2010 年の日本の名目 GDP は 5 兆 4,778 億ドルで、中国を約 4,000 億ドル下回り、それ
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日本語教育の標準的なカリキュラム案について」を了承し、2011 年 1 月に「『生活者とし
ての外国人』に対する日本語教育の標準的なカリキュラム案活用のためのガイドブック」


















































た難民や随伴渡航者にはうつ病が多い」（p. 24）と述べる。その 1 つの対策として、「移住
者・難民のためのサービス機関の設置、コミュニティへの援助」（p. 26）が挙げられてい
る。宮地（2005）も、移住者のメンタルヘルスについて詳細な研究を報告しており、その
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 1 法務省ホームページ http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri04_00050. 
  html 参照（最終閲覧 2016 年 12 月 5 日）。 
 2 厚生労働省「人口動態調査 http://www.mhlw.go.jp/toukei/youran/indexyk_1_2.html 参照（最終




 4 「にほんご あいあい」は、2016 年に「多文化ひろば あいあい」に改名した。本サークルは、
主に親子を対象とする。参加者の母語や国籍は不問である。月に 1～2 回不定期で活動し、テー
マをめぐる対話・自国紹介・室内ゲーム・レシピ紹介・料理などを行う。 
 5 入管法とは、出入国管理及び難民認定法のことである。この改正により、日系 3 世までが日本で
就労可能となった。 
 6 1990 年の国際結婚は全婚姻件数の約 3.5％で、国際結婚カップルの内訳では、妻が「外国人」の
カップルは約 80％だった。1995 年の統計によれば、その妻たちの出身国は、韓国・朝鮮、中国、
フィリピン、タイが全体の 90％を占めている。フィリピン、タイについては 1992 年から調査し
ており、1991 年までの比率は「その他の国」に含まれ、詳細は不明である。 
 7 地域における日本語教育の状況は、主に国立国語研究所が発行した『日本語教育年間』（2000 年
度版および 2008 年度版）を参考にした。 
 8 藤田（2005：224）が批判的に指摘しているが、日本人男性と結婚して「日本人の配偶者等」の









10 この「アジアからの妻たち」の数は、山形県人口の 0.1％弱に匹敵し、全山形県の結婚数の 32 件
に 1 件がアジアの女性との結婚になっている（桑山 1997：206）。当時の山形県では、これらの
比率は「驚くべき出来事」（桑山 1997：206）だった。 
11 総務省統計局ホームページ http://www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/03roudou.htm 参照（最
終閲覧 2016 年 12 月 6 日）。 
12 総務省は 2006 年 3 月、「多文化共生の推進に関する研究会報告書」をまとめている。
http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/chiho/02gyosei05_03000060.html 参照（最終閲覧 2016
年 12 月 9 日）。 
13 日本経済団体連合会から 2003 年 11 月に『外国人受け入れ問題に関する中間とりまとめ―多様性
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15 2011 年 1 月 20 付「日本経済新聞電子版」 
  http://www.nikkei.com/article/DGXNASGM1905R_Q1A120C1000000/（最終閲覧 2016 年 12
月 5 日）による。 
16 「爆買い」とは、商品を一度に大量に購入する行為を指す。 
17 文化庁ホームページ http://www.bunka.go.jp/seisaku/kokugo_nihongo/kyoiku/nihongo_curriculum/ 




































と多文化－マイノリティを生きるものたち』第 2 章、明石書店、pp. 201-229 
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